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(百万円未満切捨て)
１．平成27年３月期第２四半期の連結業績（平成26年４月１日～平成26年９月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

27年３月期第２四半期 126,369 △18.5 957 △85.0 417 △92.7 1,383 △88.1

26年３月期第２四半期 154,988 △1.1 6,370 － 5,752 － 11,636 －
(注) 包括利益 27年３月期第２四半期 1,680百万円(△85.8％) 26年３月期第２四半期 11,838百万円( －％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

27年３月期第２四半期 1.65 1.63

26年３月期第２四半期 26.33 13.67
　

26年３月期第２四半期は会計方針の変更による遡及適用後の数値を記載しております。そのため、会計方針変更の
影響を受けない売上高を除き、26年３月期第２四半期の対前年同四半期増減率については記載しておりません。

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

27年３月期第２四半期 275,351 144,730 52.6

26年３月期 297,812 144,986 48.7
(参考) 自己資本 27年３月期第２四半期 144,701百万円 26年３月期 144,959百万円
　

26年３月期は会計方針の変更による遡及適用後の数値を記載しております。
　

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

26年３月期 － 0.00 － 3.00 3.00

27年３月期 － 0.00

27年３月期(予想) － 3.00 3.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　　

上記「配当の状況」は、普通株式に係る配当の状況です。当社が発行する普通株式と権利関係の異なる種類株式
（非上場）の配当の状況については、「種類株式の配当の状況」をご覧ください。

　

３．平成27年３月期の連結業績予想（平成26年４月１日～平成27年３月31日）
(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 330,000 △1.1 19,000 12.4 17,800 13.8 13,500 △35.1 15.97
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
　

対前期増減率については、会計方針の変更による遡及適用後の数値を記載しております。
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※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 －社（社名） 、除外 －社（社名）
　

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　

　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 有

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

(注) 詳細は、添付資料P.７「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項（３）会計方針の変更・会計上の見積
りの変更・修正再表示」をご覧ください。

　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 27年３月期２Ｑ 843,542,737株 26年３月期 843,542,737株

② 期末自己株式数 27年３月期２Ｑ 3,455,944株 26年３月期 3,442,847株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 27年３月期２Ｑ 840,093,205株 26年３月期２Ｑ 441,926,171株
　

　

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開
示時点において、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的である
と判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

当社は、平成26年10月31日に機関投資家およびアナリスト向けの第２四半期決算説明会を開催する予定です。当
日使用する第２四半期決算説明資料につきましては、開催後速やかに当社ホームページに掲載する予定です。

決算短信 （宝印刷）  2014年10月21日 10時40分 2ページ （Tess 1.40 20131220_01）



 

種類株式の配当の状況 

普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る１株当たり配当金の内訳は以下のとおりです。 

 

（第１種優先株式） 

 年間配当金 

 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭  円 銭  円 銭  円 銭  円 銭 

26年３月期 － － － 8.44 8.44 

27年３月期 － －    

27年３月期(予想)   － 8.28 8.28 
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１．当四半期決算に関する定性的情報 

（１）経営成績に関する説明 

当第２四半期連結累計期間の業績は、マンション販売において竣工戸数が前年同期に比べて少ない計

画であったことなどにより、営業収入は前年同期比286億18百万円減の1,263億69百万円（前年同期比

18.5％減）、営業利益は同比54億13百万円減の9億57百万円（同比85.0％減）、経常利益は同比53億35

百万円減の4億17百万円（同比92.7％減）となりました。四半期純利益は、前年同期に負ののれん発生

益の計上があったことなどにより、同比102億52百万円減の13億83百万円（同比88.1％減）となりまし

た。 

なお、「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変

更・修正再表示（会計方針の変更）２  不動産開発事業等に係る会計処理」に記載のとおり、第１四半

期連結会計期間より会計方針を変更いたしました。したがって、前第２四半期連結累計期間は遡及適用

後の数値を記載しております。 

（単位：百万円）

区分 
前第２四半期連結累計期間 
（自  平成25年４月１日 

至  平成25年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自  平成26年４月１日 

至  平成26年９月30日）
増減 

営業収入 154,988 126,369 △28,618 

営業利益 6,370 957 △5,413 

経常利益 5,752 417 △5,335 

四半期純利益 11,636 1,383 △10,252 

セグメントごとの業績は次のとおりであります。なお、各セグメントの金額はセグメント間取引を含

んでおります。 

〔セグメント別業績〕 
（単位：百万円）

区分 

前第２四半期連結累計期間 
（自  平成25年４月１日 

至  平成25年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自  平成26年４月１日 

至  平成26年９月30日） 
増減 

営業収入 営業利益 営業収入 営業利益 営業収入 営業利益 

不動産開発事業 66,310 2,077 35,821 △1,239 △30,489 △3,317 

不動産管理事業 74,377 4,792 74,299 3,160 △77 △1,632 

不動産流通事業 16,397 1,118 17,661 642 1,264 △476 

調整額（消去又は全社） △2,097 △1,618 △1,413 △1,606 684 12 

合計 154,988 6,370 126,369 957 △28,618 △5,413 
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① 不動産開発事業

マンション販売において竣工戸数が前年同期に比べて少ない計画であったことから、売上戸数は

前年同期比853戸減の935戸、売上高は同比317億77百万円減の293億48百万円となりました。その結

果、不動産開発事業の営業収入は同比304億89百万円減の358億21百万円となり、営業損失12億39百

万円（前年同期は20億77百万円の利益）となりました。 

なお、当第２四半期連結会計期間末におけるマンション既契約残高は2,761戸、1,030億6百万円

（前年同期末比275戸減、38億22百万円減）となりました。 

営業収入内訳 
（単位：百万円）

区分 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間 
（自  平成26年４月１日 
至  平成26年９月30日）

増減 

不動産販売 63,185 32,085 △31,100

その他 3,124 3,735 610

合計 66,310 35,821 △30,489

不動産販売の状況 
（単位：百万円）

区分 

前第２四半期連結累計期間
（自  平成25年４月１日 

至  平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間 
（自  平成26年４月１日 
至  平成26年９月30日）

増減 

戸数 金額 戸数 金額 戸数 金額 

契約実績 

マンション 1,946戸 68,473 1,379戸 50,274 △567戸 △18,199

戸建 13戸 479 8戸 394 △5戸 △84

その他 － 446 － 3,269 － 2,823

合計 1,959戸 69,399 1,387戸 53,939 △572戸 △15,460

売上実績 

マンション 1,788戸 61,125 935戸 29,348 △853戸 △31,777

戸建 14戸 458 8戸 380 △6戸 △78

その他 － 1,601 － 2,356 － 754

合計 1,802戸 63,185 943戸 32,085 △859戸 △31,100

契約残高 

マンション 3,036戸 106,829 2,761戸 103,006 △275戸 △3,822

戸建 7戸 390 2戸 107 △5戸 △282

その他 － 336 － 913 － 576

合計 3,043戸 107,556 2,763戸 104,027 △280戸 △3,529

（注）契約残高は四半期連結会計期間末の残高であります。 
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② 不動産管理事業

管理受託収入は前年同期比6億83百万円増の404億69百万円と堅調に推移したものの、請負工事収

入が同比3億44百万円減の295億33百万円となったことなどにより、不動産管理事業の営業収入は同

比77百万円減の742億99百万円となりました。営業利益は、請負工事原価が増加したことに加え、

提供するサービスの品質向上に向けた人員体制の強化などにより同比16億32百万円減の31億60百万

円となりました。 

なお、当第２四半期連結会計期間末におけるマンション管理受託戸数は520,340戸（前年同期末

比6,546戸増）、請負工事受注残高は239億57百万円（同比131億66百万円減）となりました。 

営業収入内訳 
（単位：百万円）

区分 
前第２四半期連結累計期間 
（自  平成25年４月１日 

至  平成25年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自  平成26年４月１日 

至  平成26年９月30日）
増減 

管理受託 39,785 40,469 683 

請負工事 29,877 29,533 △344 

その他 4,714 4,297 △416 

合計 74,377 74,299 △77 

マンション管理受託戸数 

区分 
前第２四半期連結会計期間 

（平成25年９月30日） 
当第２四半期連結会計期間 

（平成26年９月30日） 
増減 

マンション管理受託戸数 513,794戸 520,340戸 6,546戸 

請負工事の状況 
（単位：百万円）

区分 
前第２四半期連結会計期間 

（平成25年９月30日） 
当第２四半期連結会計期間 

（平成26年９月30日） 
増減 

受注残高 37,124 23,957 △13,166 
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③ 不動産流通事業

売買仲介収入は前年同期比3億67百万円減の34億60百万円、不動産販売収入は同比16億43百万円

増の89億23百万円となったことにより、不動産流通事業の営業収入は同比12億64百万円増の176億

61百万円となりました。営業利益は、売買仲介収入の減収に加え、店舗網の拡充に伴う人員の増強

などを行った結果、同比4億76百万円減の6億42百万円となりました。 

営業収入内訳 
（単位：百万円）

区分 
前第２四半期連結累計期間 
（自  平成25年４月１日 

至  平成25年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自  平成26年４月１日 

至  平成26年９月30日）
増減 

売買仲介 3,827 3,460 △367 

不動産販売 7,279 8,923 1,643 

賃貸管理等 4,699 4,718 19 

その他 590 559 △31 

合計 16,397 17,661 1,264 

売買仲介取扱実績 
（単位：百万円）

区分 
前第２四半期連結累計期間 
（自  平成25年４月１日 

至  平成25年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自  平成26年４月１日 

至  平成26年９月30日）
増減 

取扱件数 3,328件 3,196件 △132件 

取扱高 78,209 86,887 8,678 

不動産販売の状況 
（単位：百万円）

区分 

前第２四半期連結累計期間 
（自  平成25年４月１日 

至  平成25年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自  平成26年４月１日 

至  平成26年９月30日）
増減 

戸数 金額 戸数 金額 戸数 金額 

売上実績 

マンション 356戸 7,203 417戸 8,802 61戸 1,598 

その他 － 75 － 121 － 45 

合計 356戸 7,279 417戸 8,923 61戸 1,643 
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（２）財政状態に関する説明 

資産、負債及び純資産の状況 
（単位：百万円）

前連結会計年度 
（平成26年３月31日） 

当第２四半期連結会計期間 
（平成26年９月30日） 

増減 

総資産 297,812 275,351 △22,461 

内、たな卸不動産 101,421 112,670 11,249 

負債 152,826 130,621 △22,205 

内、有利子負債 63,646 58,822 △4,824 

純資産 144,986 144,730 △256 

内、自己資本 144,959 144,701 △257 

自己資本比率 48.7％ 52.6％ 3.9p 

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、2,753億51百万円（前期末比224億61百万円減）となりまし

た。これは、たな卸不動産が112億49百万円増加した一方、「現金及び預金」が178億42百万円、「有価

証券」が139億30百万円それぞれ減少したことなどによるものです。 

負債は、1,306億21百万円（同比222億5百万円減）となりました。これは、「支払手形及び買掛金」

が91億98百万円、有利子負債が48億24百万円、「未払法人税等」が41億20百万円それぞれ減少したこと

などによるものです。なお、資金調達の機動性確保と当社グループ全体の資金効率向上のため、主要金

融機関と総額260億円のコミットメントライン契約を締結しております。 

純資産は、1,447億30百万円（同比2億56百万円減）となりました。これは、主に四半期純利益の計上

により13億83百万円増加した一方、剰余金の配当26億4百万円により「利益剰余金」が5億50百万円減少

したことなどによるものです。また、自己資本比率は52.6％（同比3.9ポイント増）となりました。 

なお、「２．サマリー情報（注記事項）に関する事項（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変

更・修正再表示（会計方針の変更）２  不動産開発事業等に係る会計処理」に記載のとおり、第１四半

期連結会計期間より会計方針を変更いたしました。したがって、前連結会計年度は遡及適用後の数値を

記載しております。 

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

平成26年５月13日公表の業績予想に変更はありません。 
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。 

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。 

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計方針の変更） 

１  退職給付に関する会計基準等の適用 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号  平成24年５月17日。以下「退職給付会計基

準」という。）および「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号  平

成24年５月17日。以下「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文および退職

給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債

務および勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定

式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に

決定する方法から退職給付の支払見込期間および支払見込期間ごとの金額を反映した単一の加重平均

割引率を使用する方法へ変更いたしました。 

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、

当第２四半期連結累計期間の期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の変更に伴う影

響額を「利益剰余金」に加減しております。 

この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の「退職給付に係る負債」が795百万円減少し、「利

益剰余金」が670百万円増加しております。 

なお、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益および税金等調整前四半期純利益に与える

影響は軽微であります。 
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２  不動産開発事業等に係る会計処理 

① 不動産開発事業における用地取得および建築工事等に係る間接費（人件費その他の経費）につい

ては、従来、用地取得費および建築費等の直接費の比率をもとに各物件の原価に配賦しておりまし

たが、第１四半期連結会計期間より期間費用として計上する方法に変更いたしました。 

この変更は、近年の仕入ボリュームの減少に伴い費用収益の対応関係が希薄化し、従来の配賦方

法に合理性が乏しくなったことから、第１四半期連結会計期間における新分譲システムおよび新経

理システムの導入を機に計上方法を見直し、財務体質の健全化を図るとともに期間損益をより適正

に表示するために行ったものであります。 

また、併せて不動産管理事業の一部においても、費用収益の対応関係が希薄化した間接費の配賦

を見直し、期間費用として計上する方法に変更しております。 

② 不動産開発事業におけるマンション販売および戸建販売に係る広告宣伝費については、従来、費

用収益対応の観点から物件の引渡開始時に一括して費用計上しておりましたが、第１四半期連結会

計期間より発生時に費用計上する方法に変更いたしました。 

この変更は、近年の広告媒体がチラシ主体からインターネットを含む複合的なものに変化すると

ともに、同一物件を複数回に分けて発売するなど販売手法も多様化し、広告宣伝費と営業収入の直

接的な対応関係が希薄化していることから、第１四半期連結会計期間における新分譲システムおよ

び新経理システムの導入を機に計上方法を見直し、財務体質の健全化を図るとともに期間損益をよ

り適正に表示するために行ったものであります。 

③ 不動産開発事業におけるマンションギャラリーの建築費等については、従来、費用収益対応の観

点から売上計上時に物件の原価として計上しておりましたが、第１四半期連結会計期間より販売費

として発生時に費用計上する方法に変更いたしました。 

この変更は、営業収入に対応する直接的な原価と販売活動に係る費用を区分することが事業の実

態をより適切に反映することから、第１四半期連結会計期間における新分譲システムおよび新経理

システムの導入を機に計上方法を見直し、財務体質の健全化を図るとともに期間損益をより適正に

表示するために行ったものであります。 

当該会計方針の変更は遡及適用され、前第２四半期連結累計期間および前連結会計年度について

は、遡及適用後の四半期連結財務諸表および連結財務諸表となっております。 

この結果、遡及適用を行う前と比べて、前連結会計年度末の連結貸借対照表は、「販売用不動産」

が270百万円、「仕掛販売用不動産」が3,526百万円、「開発用不動産」が64百万円、「その他のた

な卸資産」が50百万円、流動資産「その他」が2,826百万円それぞれ減少し、流動資産の「繰延税

金資産」が1,722百万円増加しております。前第２四半期連結累計期間の連結損益計算書は、売上

総利益が230百万円減少し、営業利益、経常利益および税金等調整前四半期純利益がそれぞれ1,489

百万円減少しております。また、前連結会計年度の期首の純資産に累積的影響額が反映されたこと

により、利益剰余金の前期首残高が3,967百万円減少しております。これらの影響額は、会計方針

変更の内容ごとに区分することが困難なため、一括して記載しております。 

なお、前第２四半期連結累計期間の１株当たり四半期純利益が3.88円、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益が2.01円それぞれ減少しております。 

また、セグメント情報に与える影響額は、当該箇所に記載しております。 
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 96,622 78,779

受取手形及び売掛金 18,455 14,415

有価証券 16,000 2,069

販売用不動産 15,018 21,313

仕掛販売用不動産 78,611 82,284

開発用不動産 7,790 9,073

その他のたな卸資産 2,540 3,237

繰延税金資産 5,707 7,486

その他 6,031 6,347

貸倒引当金 △24 △22

流動資産合計 246,755 224,984

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 6,943 6,980

減価償却累計額 △3,280 △3,364

建物及び構築物（純額） 3,662 3,615

土地 13,674 13,631

その他 1,702 1,859

減価償却累計額 △1,072 △1,119

その他（純額） 629 740

有形固定資産合計 17,966 17,987

無形固定資産

のれん 12,463 11,932

その他 11,209 10,762

無形固定資産合計 23,673 22,695

投資その他の資産

投資有価証券 1,352 1,348

繰延税金資産 930 939

その他 7,399 7,658

貸倒引当金 △264 △261

投資その他の資産合計 9,417 9,684

固定資産合計 51,057 50,367

資産合計 297,812 275,351
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成26年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 30,103 20,905

短期借入金 20,166 28,867

未払法人税等 5,219 1,099

前受金 11,656 14,513

賞与引当金 3,203 2,266

役員賞与引当金 127 68

その他 17,587 12,527

流動負債合計 88,065 80,248

固定負債

社債 7,000 7,000

長期借入金 36,417 22,906

繰延税金負債 2,661 2,613

役員退職慰労引当金 325 306

退職給付に係る負債 10,136 9,450

その他 8,221 8,097

固定負債合計 64,761 50,372

負債合計 152,826 130,621

純資産の部

株主資本

資本金 41,171 41,171

資本剰余金 38,098 38,098

利益剰余金 67,842 67,292

自己株式 △1,326 △1,329

株主資本合計 145,785 145,232

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 332 372

為替換算調整勘定 23 △28

退職給付に係る調整累計額 △1,182 △875

その他の包括利益累計額合計 △826 △531

少数株主持分 27 28

純資産合計 144,986 144,730

負債純資産合計 297,812 275,351
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

(四半期連結損益計算書)

(第２四半期連結累計期間)

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

営業収入 154,988 126,369

営業原価 132,422 110,610

売上総利益 22,565 15,759

販売費及び一般管理費 16,194 14,801

営業利益 6,370 957

営業外収益

受取利息 22 31

受取配当金 12 12

その他 339 236

営業外収益合計 374 280

営業外費用

支払利息 479 363

借入手数料 145 165

その他 366 291

営業外費用合計 992 820

経常利益 5,752 417

特別利益

固定資産売却益 0 39

段階取得に係る差益 1,204 －

負ののれん発生益 10,184 －

その他 0 －

特別利益合計 11,390 39

特別損失

固定資産除却損 67 41

減損損失 － 99

退職給付制度改定損 2,092 －

その他 77 －

特別損失合計 2,237 140

税金等調整前四半期純利益 14,905 316

法人税、住民税及び事業税 1,732 871

法人税等調整額 1,535 △1,939

法人税等合計 3,268 △1,068

少数株主損益調整前四半期純利益 11,637 1,385

少数株主利益 1 1

四半期純利益 11,636 1,383
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(四半期連結包括利益計算書)

(第２四半期連結累計期間)

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 11,637 1,385

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 163 39

為替換算調整勘定 37 △51

退職給付に係る調整額 － 307

その他の包括利益合計 200 295

四半期包括利益 11,838 1,680

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 11,836 1,679

少数株主に係る四半期包括利益 1 1
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

該当事項はありません。 

（セグメント情報等） 

セグメント情報 

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間（自  平成25年４月１日  至  平成25年９月30日） 

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円） 

不動産開発 
事業 

不動産管理 
事業 

不動産流通 
事業 

調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注）２ 

売上高 

外部顧客への売上高 66,014 72,909 16,063 － 154,988 

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

295 1,468 333 △2,097 － 

計 66,310 74,377 16,397 △2,097 154,988 

セグメント利益 2,077 4,792 1,118 △1,618 6,370 

（注）１  セグメント利益の調整額△1,618百万円には、セグメント間取引消去9百万円および各報告セグメントに配分

していない全社費用△1,627百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般

管理費であります。 

２  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

Ⅱ  当第２四半期連結累計期間（自  平成26年４月１日  至  平成26年９月30日） 

１  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：百万円） 

不動産開発 
事業 

不動産管理 
事業 

不動産流通 
事業 

調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注）２ 

売上高 

外部顧客への売上高 35,639 73,371 17,358 － 126,369 

セグメント間の内部売上高 
又は振替高 

181 928 303 △1,413 － 

計 35,821 74,299 17,661 △1,413 126,369 

セグメント利益又は損失（△） △1,239 3,160 642 △1,606 957 

（注）１  セグメント利益又は損失（△）の調整額△1,606百万円には、セグメント間取引消去18百万円および各報告セ

グメントに配分していない全社費用△1,625百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに

帰属しない一般管理費であります。 

２  セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 
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２  報告セグメントの変更等に関する事項 

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間より不動産開発事業等に係る会計処理を次

のとおり変更いたしました。 

① 不動産開発事業における用地取得および建築工事等に係る間接費（人件費その他の経費）について

は、従来、用地取得費および建築費等の直接費の比率をもとに各物件の原価に配賦しておりましたが、

第１四半期連結会計期間より期間費用として計上する方法に変更いたしました。また、併せて不動産

管理事業の一部においても、費用収益の対応関係が希薄化した間接費の配賦を見直し、期間費用とし

て計上する方法に変更しております。 

② 不動産開発事業におけるマンション販売および戸建販売に係る広告宣伝費については、従来、費用

収益対応の観点から物件の引渡開始時に一括して費用計上しておりましたが、第１四半期連結会計期

間より発生時に費用計上する方法に変更いたしました。 

③ 不動産開発事業におけるマンションギャラリーの建築費等については、従来、費用収益対応の観点

から売上計上時に物件の原価として計上しておりましたが、第１四半期連結会計期間より販売費とし

て発生時に費用計上する方法に変更いたしました。 

当該会計方針の変更は遡及適用され、前第２四半期連結累計期間については、遡及適用後のセグメン

ト情報となっております。 

この結果、遡及適用を行う前と比べて、前第２四半期連結累計期間のセグメント利益が、不動産開発

事業において1,550百万円減少し、不動産管理事業において23百万円、調整額において38百万円それぞ

れ増加しております。 
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